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第 1 章 労働者の経営「参加」問題に関する日本の主要な政治勢力の立場
第 1 節独占資本と「参加」問題(以上本号)
第 2 節 中小企業経営者と「参加」問題(以下次号)
第 3 節社会改良主義型「参加」
第 4 節 労働者階級の政党や進歩的労働組合の「参加」問題 l乙関する立場
第.2 章現代日本の労資関係
第 1 節 伝統的な日本的労資関係システムの起源と発達

























































(3) エンゲルス「オット・ベーニクへの手紙。 1890年 8 月 21 日 J ， ~マル・エン全集.1， 37巻， 380ページ。















































































体系的に取組んだのはアメリカの社会学者E.Mayo と F. Roethisbergor であり，それは今世紀
の20年代の終り頃の乙とであった。有名なホーソン実験の過程で，従業員を生産において一定
の心理的解放状態におく乙とによって労働生産性の本質的向上が可能である乙とが究明された。



































































































































































































(16) アー・ヴォルコフ「前掲論文J ， 71ページ。


































(18) ~資本主義のもとでの自動化と労働者階級J ， 302ページ。
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(19) Workers participation. Final report on an International Management Seminar , convened by 
the OECD, P. , 1976, p.31. 
側 ヴェ・チュグエンコ『生産，民主主義，イデオロギー闘争.，1]， 1976年， 6 ページ o


































問 『レーニン全集~， 24巻， 369-371ぺージ。





































































凶 ヴェ・ロヴアノフ『経営参加をめざす西ドイツ労働者と労働組合の闘争~， 1973年， 131ページ。































重要視される。これについては，例えば， {ネッスノレ〉の労務担当重役 R. Dekoster の言葉が
証明している。「労働者の参加は，それがまさに市場経済の生き残りあるいは破綻を意味して
いるために，包括的な意義をもっていA このような見解は今日多数の著名なブルジョア研究









はいかなるものなのか? 1シュドロ一報告J (フランス)や「ブロック委員会少数者報告書J (イ

























包め M. Rose. Servants of Post-Industrial Power? 一一一 Sociologie du Travail in Modern France. 
L., 1979, p. 133;G. Denton. Beyond Bullock: Economic lmplications on worker participation in Coｭ






























らの基礎理論 (1民主社会主義」論)では，労働者と経営者の共同経営が中心的な位置の 1 つを
占めている。社会改良主義者は，生産手段の社会化という政治問題ではなしその管理という
組織技術的問題を，既存(['1土会経済構造の改善の主要な問題として，宣言している。これと関
(28) w労働者階級と反独占闘争~， 1969年， 34ページ。
四 Workers participation. Final report on an 1 nternational Management Seminar, converned 









































































































。1) カー・ズラピヤン『科学技術革命のもとでのスカンジナピア諸国の労働者階級と労働組合J ， 1981年，
139ぺ- :70 

































(33) r民主社会主義とはなにか?.I， 1979年， 95ページ。
倒 『マル・エン全集J ， 19巻， 266ページ。









































































































































































(2) 中山伊知郎『労使関係の経済社会学~，東京， 1976年， 256ページ。
(3) R. Scalapio, Japan. Labour and Economic Development, N. Y. -L., 1959, p.124. 
































(5) 富田嘉郎『人間関係管理論.1，東京， 1978年， 76ぺージ。


































(7) 中山伊知郎『労使協議制~，東京， 1965年， 29ページ。
(8) 中山伊知郎『労使関係の経済社会学~， 220ページ。
(9) 中山伊知郎「労使協議制~， 1 ページ。
(10) 同上。
(11) 三藤正『労使協議制の話~，東京， 1961年， 47ページ。































級闘争が燃えあがっ fj! 日本には(この国にのみ特徴的な) I参加」問題への関心高まりの原
(13) 三藤正『労使協議制と経営参加~，東京， 1967年， 241ページ。
(14) 向上， 39ページ。
(15) 詳細は，第 2 章第 2 節を参照。


































(17) (日本労働協会雑誌}， 17-5(194) , 15ページ。
(18) (日本労働協会雑誌}， 18-2 (203) , 2 ページ。































(20) K. Masamura, Participation as a Means of Establishing a New Social Order, Tokyo, 1976, 
p.l72. 
(21) lbid., p. 8. 
(22) lbid., p. 9. 
































大資本の 4 つの「頭脳センターJ (日経連，経済同友会，社会経済国民会義，日本生産性本部)
が「参加」問題を詳細に研究している。(上の行論で述べたように)労働者の経営参加に対す
る支配階級の態度や支配階級が「参加」にもとめている目的が 2 董の性格をもっているために，



























制， Q C サークル，小集団活動，がそれである。この場合，「全員参画経営」の基盤は，報告書に





































































































































































加」問題l乙関して) 3 つの報告書を準備した。 1975年の「労働組合もしくは労働者代表による
経営参加問題についてJ ， 1977年の「政策参加に関する提言J ， 1978年の「経営参加の条件J，が
それである。第 1 の報告書ではあらゆるレベルの「参加」問題に関する社会経済国民会議の観












































故に， (新聞雑誌での非難に答えた)第 3 の報告書では，国民会議は(彼らは資本主義を支持
していないのではなし可かという疑いを払いのけるために)自己の立場をヨリ明確に規定してい
る。国民会議の見解によれば，労働組合が「我」社に対して「忠誠心」をもつことが(日本的




































側社会経済国民会議『経営参加の条件.ll，東京， 1978年， 2 ページ。


































(41) F経営参加の日本的構造と労使の課題ゎ東京， 1975年， 3 -4 ページ。






































































(43) (労働組合)， 1980年， No.5 , 81ページ。



























出，) 11 日本の労使協議制.1， 49ページ。
(46) 11変貌する労使関係。 21世紀の長期予測.1，東京， 1977年， 24-25ページ。
(刊 1121世紀の戦略。危機をどう乗り越えるか.1]，東京， 1978年， 59ページ。





用の仕方をみると，日本の文献が 1 字 1 句そのままロシア語に訳されているというよりは，原
文の主旨がくみとられそれがオルフェノフの文脈のなかに組み入れられているようである。こ
の翻訳ではオルフェノフの主張を正確に把握することをめざしているために，彼の原文を尊重
しそれにもとづいて訳している。従って，拙訳で引用されている箇所は日本の文献の当該箇所
の文章と必ずしも一致していない。
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